
（ ）

諸外国事情の調査に係る費用の見直しや海外出張回数・対象国の増加によるもの。

万国郵便連合（ＵＰＵ）の重
要議案における我が国方針
の達成率を80％とする。

達成度 ％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

当初見込み

件

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果指標 単位 24年度

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

％

26年度
目標最終年度

0

補正予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

国際郵便に関する諸制度の改廃に当たって我が国施策・方針を反映させるとともに、国際的な協議・調整等に当たって相互理解を促進させるため、万国郵便連
合（ＵＰＵ）や世界貿易機関（ＷＴＯ）、経済連携協定（ＥＰＡ）／自由貿易協定（ＦＴＡ）等の関係諸会合に積極的に参画する。また、日本型郵便インフラシステムの
海外展開に向けた調整のため、関係国への出張等を行う。加えて、我が国の政策の企画立案及び国際機関や諸外国政府との協議・政策調整に当たって、適時
適切に対応するため、諸外国における郵政事業に関する最新の情報・動向等を調査するほか、国際事務の円滑な実施のため、外部委託により、関係資料の翻
訳、校閲及び通訳業務を実施する。

目標最終年度

0 0

40 48

- 2

目標値 件

0

- 2

24年度 25年度

-

件

成果実績

目標値

2

単位

-

24年度 25年度 26年度

26年度

25年度

-
協力相手国との間でハイレ
ベルの文書（覚書等）を締結
した件数を２件とする。

協力相手国との間でハイレ
ベルの文書（覚書等）を締結
した件数

成果実績

定量的な成果目標 成果指標

133.3％-

95.6

27年度活動見込

- 100％

単位 24年度 25年度 26年度
目標最終年度

件 -

％ - -

万国郵便連合（ＵＰＵ）の重
要議案における我が国方針
の達成率

2

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

郵政行政に係る国際関係の円滑な推進のため、諸外国事情の情報収集・調査、関連する国際会議等への出席等を行うことにより、国民の利益確保の観点から
的確な政策立案に資する。

前年度から繰越し 0 0

事業番号

郵政行政に係る国際政策の推進に必要な情報収集 担当部局庁 情報流通行政局郵政行政部 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 郵便課国際企画室 室長　中山　裕司

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名 Ⅵ　郵政民営化の確実な推進

主要経費

27年度

0

0

0 0 0 0

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
総務省設置法第4条第1項第79号、第79号の2、3、第80号

関係する計画、
通知等

実施方法

0

予算額・
執行額

（単位:百万円）

24年度 25年度 26年度

0

0

33

予備費等

28年度要求

予算
の状
況

当初予算 46

その他の事項経費

27年度当初予算 28年度要求 主な増減理由

政策判断の基礎資料となる情報収集・調査研究の実施件
数

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

庁費 22.2

2 3 4

2 2

計 40 48

平
成
2
7
・
2
8
年
度
予
算

内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

終了予定なし

17.8

活動実績

活動指標

％

定量的な成果目標

翌年度へ繰越し 0

計

費　目

- 100 100

達成度 ％ -

47

主要政策・施策

2

達成度

平成２７年度行政事業レビューシート 総務省

執行額

51 46 47 40 48

42 42

執行率（％） 65% 91% 89%

通商交渉など、国際場裏等
における対処方針や対外説
明に、情報収集等の結果を
活用した割合を100%とする。

通商交渉など、国際場裏等
における対処方針や対外説
明に、情報収集等の結果を
活用した割合

成果実績 ％ - -

目標値 ％ -

平成１５年度
事業終了

（予定）年度

100％

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

調査研究執行額（百万円）／調査研究件数（件）

単位当たり
コスト 百万円/件 7.5 6.3 3.9 6.5

計算式 百万円/件 15百万円/２件 18.9百万円/３件 15.7百万円/４件 13百万円/２件

職員旅費（外国旅費）

26.9

21.1

　 0134

年度27

27 年度

27 年度

51

100

- - 75 80

100

チェック



関
連
事
業

評価に関する説明

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか ○ 成果目標に見合った実績となっている。

調査項目の精査等を行っており、真に必要なものに限定し
ている。

事業名所管府省・部局名 事業番号

○

0136

平成24年度

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的あ
るいは低コストで実施できているか。

○

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

評　価項　　目

調査項目の精査、複数社からの見積り取得等により、効果
的、低コストでの実施に努めている。

見込みに見合った実績となっている。

情報収集・調査研究結果を対外説明や国際場裏における
対処方針へ活用している。

職員旅費について、出張者数、出張日数等を切り詰めて効
率化している他、複数社からの見積り取得を行っている。ま
た、規定上ビジネスクラスに搭乗できる者についてもエコノ
ミークラスに搭乗するなど、経費削減に努めている。

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

広く国民に利用される郵便等に関する我が国の政策の立
案や諸外国政府との政策調整を行うに当たり必要な情報収
集であり、国民や社会のニーズに合致している。

上述のとおり、政策の立案や諸外国政府との政策調整に当
たり必要な情報収集であるため、国により実施する必要が
ある。

○

○

○

‐

関連する過去のレビューシートの事業番号

　総務省は、郵政事業及び信書便事業に係る政策立案、規制監督を所掌しており、政策立案、国際会議における協議及び諸外国政府との政策
調整等に適切に対応するため、日本郵政グループの民営化後も、これらの事業分野に係る政策についての最新の情報を継続して把握しなけれ
ばならず、本事業が必要不可欠である。
　調達に当たっては競争入札により競争性を確保している他、旅費についても効率的な執行を行っており、本事業は適切に執行されている。

事
業
内
容
の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に努めること。

引き続き、出張案件及び調査案件の絞り込み等を通じ、経費の効率化を図ってまいりたい。

平成26年度

-

点検結果

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

上述のとおり、政策の立案や諸外国政府との政策調整に当
たり必要な情報収集であるため、国により実施する必要が
ある。

一般競争入札及び複数社からの見積り取得の結果であり、
単位当たりコストの水準は妥当である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役割
分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐

0138平成22年度

平成25年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

0146

0138

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い事
業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

平成23年度

執
行
等
改
善

0145

受益者との負担関係は妥当であるか。

外部有識者の所見

改善の
方向性

　外国出張旅費については、従前より、国が責任をもって出張する必要がある案件に絞り込んで出張しており、今後とも同様の方針に沿って出張
を行う。また、諸外国の郵政行政に関する情報の収集については、従前からアタッシェを活用しつつアタッシェでは収集が困難な情報収集を行っ
ており、今後とも同様の方針に沿って情報収集を行う。
　これまでも効率的な執行に努めてきたところであるが、より一層の効率的な執行に努める。

一般競争入札により競争性が確保されている。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善



※平成26年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

総務省
４２百万円

諸外国における郵政事業

に関する最新の情報・動向

C. 民間企業３社
５百万円

【一般競争入札等】

D. 民間企業２社
３百万円

【一般競争入札等】

A.（一財）マルチメディア振
興センター１０百万円

【一般競争入札】

B. （株）エァクレーレン
０.９百万円

【一般競争入札等】

郵政行政に関する資料
等の翻訳及び英文校閲の実

うち、２２百万円は外国出
張に係る職員旅費及び前渡金

調査研究の実施

海外要人の招聘等に係
る業務の実施

（合計額のずれは小数点以下四捨五入によるもの）



支出先上位１０者リスト
A.

B

C

D

支出先上位10社リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

人件費 情報収集業務等に係る人件費費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックごと
に最大の金額が
支出されている者
について記載す
る。費目と使途の
双方で実情が分
かるように記載）

A. （一財）マルチメディア振興センター E.

金　額
(百万円）

費　目 使　途費　目 使　途

10

金　額
(百万円）

B. （株）エァクレーレン F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

人件費 翻訳業務に係る人件費 0.7

計 10 計 0

C. （株）野村総合研究所 G. 

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

人件費 調査研究に係る人件費 3

計 0.7 計 0

計 3 計 0

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

D. （株）エモック・エンタープライズ H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

1
（一財）マルチメディア振興セン
ター

諸外国における郵政事業に関する最新の情報・動向の調査・収集の請負 10 1 85.5％

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2 （株）エァクレーレン 郵政行政に関する資料等の英文校閲の請負 0.3
随意契約
（少額）

-

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）エァクレーレン 郵政行政に関する資料等の翻訳の請負 0.7 3 81.5％

1 （株）野村総合研究所
日本型郵便インフラシステムの海外展開の推進により期待される相手国及び
我が国の社会・経済への寄与や貢献等に係る基礎的な調査研究の請負

3 1 83.1％

2 （株）大和総研
日本型郵便インフラシステムの導入による相手国及び我が国における経済
波及効果の分析に関する調査研究の請負

2 1 92.4％

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3 （株）三菱総合研究所 米国における国際郵便収支の整理方法等に関する調査研究の請負 1
随意契約
（少額）

-

2 近畿日本ツーリスト（株） 万国郵便連合（ＵＰＵ）国際事務局長訪日に係る事務の請負 0.6
随意契約
（少額）

-

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）エモック・エンタープライズ ミャンマー連邦共和国要人の招へいに係る事務の請負 3 4 62.4％

物品購入費等 航空券、宿泊先、車両等の手配 3

計 3 計 0

チェック

チェック


